























































Viewpoints Necessary for Tourism Policy in the Tohoku region;




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































交通省も着目しているMaaS （Mobility as a 
Service）の実現を予見させるものでもある
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（露木、2018）。
　山形県への旅行者を増やしていくためには、
観光資源のブランディングが必要であること
は学生にも伝えていたため、いずれのプラン
においても、“山形県で観光する”ことを差別
化する工夫が凝らされているが、特に興味深
いのは、グルメ（牛肉）、パワースポット（山
岳）をテーマにしたプランである。彼らは、
山形県の差別化を意識してブランド化したは
ずの観光資源を、隣接県でブランド化されて
いる同種の観光資源と併せて食べる、あるい
は体験するプランを提案した。ブランディン
グにおける差別化は、排他的なものでは決し
てなく、共存し比較されることで相互の価値
を高め合うためのものである、という点に学
生が気づき、プランに取り込んだことは本実
習における大きな教育効果の一つである。も
ちろん、“観光の組織化”によるブランディン
グは、“観光の広域化”によって完成される、
という帰結は、本研究における重要な主張で
もある。
4－2　戦略的思考と戦術的実践
　全国的に外国人旅行者が劇的に増加してい
る中で、東北地方に訪れる外国人旅行者の絶
対数、比率が低いことは同地方の大きな課題
である（観光庁、2018）。言うまでもなく、
交流人口の拡大を外国人旅行者増によって進
めることは必要であろうし、その方策を練る
ことが東北地方全域の持続的成長に繋がって
いくものと考える。
　ただし、「観光の広域化」は、外国人旅行者
に対してのみ有効であるわけではない。学生
と共に広域の観光プランを検討した際、我々
は特に外国人旅行者をターゲットにはしな
かった。東北地方は、日本人旅行者の底上げ
と外国人旅行者の開拓という２つの課題に向
き合う必要があるが、国内観光とインバウン
ド観光をそれぞれ別の商品として扱うのは非
効率的である。謂わば、双方に通用するハイ
ブリッドなプランが望ましい。
　ブランディングに関する限り、東北地方の
自然、文化の価値をイメージさせることが目
的であるため、東北地方の“外”という括りで
全体を捉え、長距離の日本人旅行者の延長線
上に外国人旅行者を位置づける、連続的な思
考が必要である。広域化された観光地の個性
を明確に示し、その価値を日本人旅行者に伝
え定着させることができれば、そのブランド
はインバウンド観光にも通用するはずである。
その意味で、学生が示した、東北各地のブラ
ンドを東北地方の“中”で比較するという提案
は、“外”から来る旅行者の関心を高め、東北地
方の魅力を相乗的に創出する高度なブラン
ディングと言える。
　これは外国人旅行者と日本人旅行者を分け
てターゲッティングする必要はないという意
味ではない。東北地方の観光施策には、全世
界／全国の発地に対して足並みを揃えて“戦
略的に”進めるブランディングと着地となる
各観光地が個々の強みを活かして“戦術的に”
進める着地型観光が必要である（図３）。全世
界／全国に向けたブランディングは、インバ
ウンド観光／国内観光を区別せずに進める方
が効率的であるが、観光地レベルでの観光施
策は両者を分けた方がニーズに合わせた観光
を提案しやすくなる。
　役割を明確に定める必要はないが、広域の
観光圏を形成し域外に向けたブランディング
を計画するのは行政による方向付けが必要で
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あり、今後はDMOがその任を担っていくもの
と考えられる。それに対し、観光地レベルで
進められる観光施策は、行政の支援を受けな
がら地元の事業所や住民が計画、実践するこ
とが望ましい。旅行者と直接的に接する地場
の自主性・積極性は旅行者の行動を活性化さ
せる。旅行者を“その気”にさせない限り、
着地型観光は成功しない。これは、東北地方
の観光地が最も不得手とするところであり、
最も力を入れていかなければならない課題で
ある。
4－3　外国人旅行者に向けた着地型観光
　山形市、上山市、尾花沢市、大石田町にお
ける個々の観光地に対して行った地域連携活
動から言えることは、外国人旅行者をター
ゲットにした着地型観光は、まちづくりに関
連させることができる、ということである。
　観光地として発達してきた地域であっても、
観光客が活動する範囲や彼らが求める商品や
サービスは、現地で生活している住民のそれ
と大きく異なる。行政は観光振興と商店街再
生とをリンクさせようとする傾向にあるが、
日本人旅行者対象の観光振興では商店街に大
きな恩恵をもたらさない。商店街に対する日
本人旅行者の興味は、当該地域の歴史や文化
を感じさせる景観に向けられるのみで、ご当
地グルメと少数の特産品を除けば、商店街を
構成している他の商店の商品が観光の対象に
なることはない。
　これは、商店街側から見ると、観光客が立
ち寄るのは一部の店舗に限定されることを意
味する。そのため、商店街としての一体性を
維持しようとしてきた商店主達は、観光客誘
致に消極的であり続けた、または現在もそう
あり続けている。しかし、外国人旅行者は、
良くも悪くも、住民の日常生活を支えている
地元の商店街全体に関心を示す。彼らにとっ
ては、住民の日常生活は日本の文化そのもの
だからである。
　地方観光地の商店街には、1日に数人の客
しか来店しない商店が少なくない。上山市で
行った調査によれば、そういった商店街の悩
みは「暗さ」であり、文字通り１人でも多く
の客を来店させたいという慎ましい願いを実
現させようとしている。商店街の八百屋や荒
物屋で買い物をする日本人旅行者は少なく、
観光に対する商店街の期待は決して高いとは
言えないが、上記のような理由から、外国人
旅行者であれば、客として来店する可能性が
あると現地報告会等で報告すると、相応の反
応が得られる。
　ただし、外国人旅行者相手に「見れば分か
るだろ」的な感覚が通用しないのは、誰にで
も分かる。東北地方特有の受動的な接客を能
動的な接客に変えていくことは必須であり、
地場の自主性・積極性がここでも必要になる。
住民の生活圏に外国人旅行者を招き入れる際
に生じる問題は決して小さくはないが、危機
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図３　東北地方の観光施策
ᅜእ
ᅜෆ
ᅄᏘ㸸⮬↛ᬒほ
⾜ᴦ㸸ᯝᶞ⊁ࡾ
Ṕྐ㸸ྐ㊧ᕠࡾ
ᩥ໬㸸⏕ά㸪㣗
ほගᅪ
ほගᆅ
ほගᆅ
ほගᆅ
᪥ᮏே
᪑⾜⪅ᑐᛂ
እᅜே
᪑⾜⪅ᑐᛂ
ᗈᇦ໬࡟ࡼࡿ
ᡓ␎ⓗࣈࣛࣥࢹ࢕ࣥࢢ ಶࠎࡢほගᆅ࡟ࡼࡿ
ᡓ⾡ⓗ╔ᆅᆺほග
᪑⾜Ⓨᆅ
᪑⾜⪅
᪑⾜⪅
᪑⾜⪅
᪑⾜⪅
に瀕した地方商店街を存続させる施策は少な
い。商店街は、リスクを考慮した上で、今後
の方向性を選択することになろう。
 
５　おわりに
　基本的に、地域連携活動は開始前に相互に
定めた目標を一定期間内で達成し、成果を確
認し合うことで完了する。しかし、本研究で
は、地域連携活動の発展的なフォローアップ
という試論的な意味も込めて、「観光の広域
化」という新たなテーマの下で複数の地域連
携活動を結びつけ、山形県を中心とする広域
の観光プランを考案することから、東北地方
の観光施策に必要な視点を明らかにした。
　地域連携活動の活用という観点から見ると、
本研究の基礎に据えた地域連携活動は、大学
COC事業の地域志向教育研究である。そこで
は複数年次にわたって山形県上山市を対象に
した活動を行ってきた。一方、統合された他
の地域連携活動の対象地域は、山形市、尾花
沢市、大石田町である。本研究は、それぞれ
の活動の目的を達成した後に、授業でその成
果を共有しながら各到達目標に合わせたPBL
を実践し、観光の広域化に関する考察を進め
た、ということになる。
　考察の結果、観光資源の特徴や交通体系の
形状から長距離の移動にならざるをえない東
北地方の観光を魅力的なものにするためには、
ブランド化された観光資源を比較することに
よって互いの魅力を高め合うような観光プラ
ンが効果的であるとの帰結を得た。さらに、
東北地方の観光施策には、全世界／全国の発
地に対して“戦略的に”進めるブランディン
グと共に、各観光地が“戦術的に”進める着
地型観光が必要であることを指摘した。総体
的な戦略に対し、局地的な戦術には個々の
ニーズに即応する機動力が必要である。外国
人旅行者の誘致をまちづくりに関連づけるよ
うな発想の転換も場合によっては必要である
と考えられる。
　こうした教育研究は、作業量が多くなるこ
とで個々の活動内容が浅くなるといった問題
が発生しやすいため、毎年できることではな
い。しかし、地理学者として、契約を満了し
たからといって一旦入った地域との繋がりを
断つことはできない。今回は、複数の教員が
別々に行った活動の成果を管理、活用するシ
ステムを大学が整備していくための試論とし
て、自分の担当した地域連携活動を活用する
研究を行ったが、今後も定期的にこのような
研究を行い、活動を自主的に整理してみるこ
とは必要であると考える。学生教育の観点か
ら見ても、複数の調査結果をもとに別の学習
課題を考えることで、地域課題の抽出→解決
という直線的な思考の域を離れ、複雑かつ多
層的な思考を養う新しいPBLを提案できた。
　地域連携活動の統合は、絶対的な作業量を
増やすものの、教育研究の両面において、活
動を単体で終わらせるよりも有意義な成果を
生むことが今回の試みによって実証されたと
考えている。
 
付記
　本稿は、2013年度から５年間にわたり行っ
てきた本学COC事業の地域志向教育研究の
成果を総括するものであり、山田（2017）を
加筆修正した。なお、本稿の作成にあたって
は、科学研究費補助金基盤研究（B）（課題番
号：18H03457、研究代表者：山田浩久）の
一部を使用した。
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注１）マーケティングとブランディングは、明
確に分けられて定義されているわけではな
いが、ここでは売るための論理的な筋道を
考えるマーケティングの中で差別化に特化
したイメージ戦略をブランディングと定義
する。
２）１コマ90分の授業時間内で現地と大学
を往復することはできないので、地域調査
はどうしても週末を利用した課外授業にな
る。日程の調整は行うが、全ての学生が出
席できるわけではない。
３）前期開講の「地域構造論」及び「地域構
造論」で行ったPBLは観光商品、観光農園、
観光イベントといった個別事象を対象とし
ており、視察も簡単なものであったため、
本稿での記載は割愛した。
４）山形県から提供された未公開資料に基づ
く。
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